
事 務 連 絡  

令 和 ７ 年 ３ 月 ５ 日 

 

一般社団法人日本病院会 御中 

 

 

厚生労働省医政局医療経営支援課 

 

 

緊急支援パッケージ（医療施設等経営強化緊急支援事業） 

「生産性向上・職場環境整備等支援事業」について（周知依頼） 

日頃より、厚生労働行政についてご理解・ご協力いただきありがとうござい

ます。 

今般、令和６年度補正予算に計上した、いわゆる緊急支援パッケージ（医療

施設等経営強化緊急支援事業）について、別添のとおり各都道府県衛生主管部

（局）宛に情報提供いたしましたので、貴会会員への周知の程、宜しくお願い

申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

事 務 連 絡  

令 和 ７ 年 ３ 月 ５ 日 

 

各都道府県衛生主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省医政局医療経営支援課 

 

 

緊急支援パッケージ（医療施設等経営強化緊急支援事業） 

「生産性向上・職場環境整備等支援事業」について（情報提供） 

日頃より、厚生労働行政についてご理解・ご協力いただきありがとうござい

ます。 

令和６年度補正予算に計上した、いわゆる緊急支援パッケージ（医療施設等

経営強化緊急支援事業）については令和６年度事業の実施要綱をお示ししたと

ころですが、本事業に関する予算については令和７年度予算に繰り越した上で

順次実施することを予定しています。 

今後、令和７年度事業の実施要綱等をお示しする予定ですが、「生産性向

上・職場環境整備等支援事業」については、令和７年３月 31 日時点でベース

アップ評価料を届け出ている病院、有床診療所（医科・歯科）、無床診療所

（医科・歯科）及び訪問看護ステーションを対象として、令和６年４月１日か

ら令和８年３月 31 日までの間に、業務の効率化や職員の処遇改善を図る場合

に別紙の支給額に基づいた支援を行うこととしていますので情報提供いたしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 添 



 

 

生産性向上・職場環境整備等支援事業 概要 

 

下記内容は現時点の考え方を整理したものであり、具体的な内容は追って令

和７年度事業の実施要綱等でお知らせする。 

 

○支給対象 

令和７年３月 31 日時点でベースアップ評価料を届け出ている（※）病院、有

床診療所（医科・歯科）、無床診療所（医科・歯科）及び訪問看護ステーショ

ン 
（※）本事業における、ベースアップ評価料の「届出」とは厚生局に書類が到達した日を指

し、令和７年３月 31 日までに届出を行い、令和７年４月１日以降、書類の不備があって返戻

された場合や、審査支払機関から返戻された場合でも、最終的に受理されれば届出日に届け

出たものと見なす。 

 

○支給要件 

令和６年４月１日から令和８年３月 31 日までの間に、以下の業務の効率化や

職員の処遇改善を図る場合 （いずれか（複数可））に所要の経費に相当する給付

金を支給する。 

 

（ＩＣＴ機器等の導入による業務効率化） 

タブレット端末、離床センサー、インカム、ＷＥＢ会議設備、床ふきロボット、

監視カメラ等の業務効率化に資する設備の導入 

 

（タスクシフト／シェアによる業務効率化） 

医師事務作業補助者、看護補助者等の職員の新たな配置によるタスクシフト

／シェア 

 

（給付金を活用した更なる賃上げ） 

処遇改善を目的とした、既に雇用している職員の賃金改善 

 

○支給額の算定方法 

（病院・有床診）許可病床数×４万円 

（ 医 科 診 療 所 ）１施設×18 万円 

（ 歯 科 診 療 所 ）１施設×18 万円 

（訪問看護ＳＴ）１施設×18 万円 

 

○留意事項 

都道府県は、給付金の支給を受けた開設者又は開設者であった者が以下のい

ずれかに定める事項に該当する場合、支給を行った給付金全額の返還を求める。 

① 都道府県において、対象施設から報告があった申請内容が明らかに事業

の目的に合致していないと認められる場合。 

② 申請内容を偽り、その他不正の手段により給付金の支給を受けたと認め

る場合。 

 

別 紙 


